

















































































































































































































































































































































































































H　財貨生産型職業 24，369（1．00） 466（1．16）57 （1．02）237（1．11）
且a　農林漁業等従事者 5，726（1．00）118（1．25） 111（0．83） 68（1．35）


























































昭和45年 58．6 59．2 39．0 1．8???
50年 50．3 63．3 35．2 1．5
55年 49．7 612 36．9 1．9
昭和45年 50．3 63．1 35．2 1．7???
50年 45．3 64．3 343 1．4




































































































経済管理関連 78，091i19．8） 87，941i18．7） 2．0 157，454i23．8） 171，228i22．3） 1．4 564，086i20，8） 622，216i19．8） 1．6 6，288，865@　（22．9） 7，176，732@　（21．8） ．2
事業所活動関連 15，219i3．9） 28，453i6．1） 11．0 35，221i5．3） 49，564i6．5） 5．9 117，135i4．3） 169，952i5．4） 6．4 1，408，699@　（5．1） 2，126，630@　（6，5） 7．1




































































運輸・通信関連 56，181i14．2） 58，298i12．4） 0．6 89，701ｿ3，5） 95，067i12．4） 1．0 372，031i13．7） 384，374i12，2） 0．5 3，488，726@　（12，7） 3，806，387@　（1ユ．6） 1．5
そ　　　の　　　他 L633i0．4） 2，102i0．4） 4．3 2，782i0．4） 3，311i0．4） 2．9 12，425i0．5） 16，525i0．5） 4．9 140，170i0．5） 193，123i0．6） 5．5















全　　産　　　業　　　計 了18，841 793，3831．7 1，154，9281，236，2351．1 4，558，914 4，999，8561．6 45，117，035 51，545，0872．2
注）類型は次の通り：経済管理関連……卸売業，金融・保険・不動産業，協同組合；事業所活動関連・…・・物品賃貸業，その他の修理業，情報サービス・調査・広告
　　　　　　　　　業，その他の事業サービス業，専門サービス業；生活関連……小売業，洗濯・理容・浴場業，その他の個人サービス業；余暇関連……飲食
　　　　　　　　　店，旅館その他の宿泊所，映画業，娯楽業；医療福祉関連……医療業，保健・廃棄物処理業，社会保険・社会福祉；文化関連……放送業，宗
　　　　　　　　　教，教育，学術研究機関；運輸通信関連……運輸・通信業，自動車整備・駐車場業；その他……政治・経済・文化団体，その他のサービス業
資料）事業所統計
??
岡山県内のサービス経済化の概要　725
平均並みに留まっている。このように従業者数の伸び率でみた本県の特徴
は，事業所関連サービスの伸びが高く，逆に，個人関連サービスや公共サー
ビスのそれが低いことにある。
　以上は従業者数について見たものであるが，事業所数についても，ほぼ，
同様の特徴がみられる。すなわち，事業所関連サービスにおいては，現在の
事業所数のウェイトは低いが，増加率は比較的高い。逆に，個人関連サービ
ス，公共サービスは，現在の事業所のウェイトは高いが，増加率は低い。
　このことは，“住民サービス”の量的な充足度は，一応，満足できる水準
に達している一方で，工業出荷額が高い割には物品賃貸業，修理業，情報関
連サービスなどの対事業所サービスの集積は必らずしも充分ではなく，卸売
業，金融・保険などの中枢的サービス機能も弱い，ということを意味しよ
う。但し，同時に最近のサービス経済化の進展は，これらの弱点を是正する
方向に作用していると考えられる。このようなサービス産業の動向は，後に
明らかにするように，サービス産業のライフ・サイクル（生成，発展，成
熟，衰退過程）にともなう地域展開のパターンを示唆しているようで，興味
深い。又，本県の工業集積は，統計的には過大に現れるが，その実態は付加
価値の低い重化学工業の工場基地であって，中枢性も技術の地域移転も乏し
く，対事業所関連の新サービス業を内発させるには依然として集積不足して
いることをも示唆しているようである。その結果，個人関連や公共関連等の
比較的成熟したサービス業は，県内人口の相対的な安定を反映して充実して
いるが，対事業所関連サービスなどの成長サービス業では，発展はいつも遅
れるのであろう。
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